
長崎大学・経済学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１７３０１

基盤研究(C)（一般）

2023～2021

日欧市民の貿易政策に関する選好：日独伊でのサーベイ実験による研究

Preferences of Japanese and European citizens regarding trade policy: Survey 
Experiment Study in Japan, Italy, and Germany

４０５８４６９４研究者番号：

藤田　泰昌（Fujita, Taisuke）

研究期間：

２１Ｋ０１３７１

年 月 日現在  ６   ６ ２０

円     3,100,000

研究成果の概要（和文）：どのような貿易相手国の場合に、人々は貿易自由化に賛成するのか。それはなぜか。
従来、人々の貿易政策への態度を左右する要因としては、経済的要因や社会的要因が強調されてきた。また分析
の対象は、アメリカやイギリスに偏っていた。
　本研究では、日本・ドイツ・イタリアを分析対象としてオンライン・サーベイ実験を実施した。調査分析の結
果、相手国との安全保障関係が人々の貿易選好に大きな影響を与えていることが分かった。こうした因果関係
は、日独伊の3カ国で共通して観察されたことから、特定国に限らない因果関係であることも確認できた。

研究成果の概要（英文）：　Which trade partner country is more likely to make people approve of trade
 liberalization, and why? Many existing studies have emphasized the influence of economic and social
 factors on their attitudes. Moreover, these analyses have been conducted mainly in the United 
States and the United Kingdom.
  Hence, this study conducted online survey experiments in Japan, Germany, and Italy. The analysis 
revealed that geopolitical relations affect people’s trade preferences. This causal relationship 
was similarly observed among the three countries.

研究分野：国際関係論

キーワード： 貿易政策　世論　サーベイ実験
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研究成果の学術的意義や社会的意義
先進民主主義諸国において貿易自由化を考える際、（既存研究のように）経済的要因や社会的だけを考慮してい
ては不十分であり、安全保障要因が貿易選好に影響することを（そのメカニズムも含めて）明らかにした。国際
関係論において国家間関係の改善に向けて主張される処方箋の１つに、「経済的な関係を高めることで、安全保
障関係を改善する」というものがある。本研究の成果はこうした処方箋の道筋が容易ではないことを示唆する点
で、社会的意義を有すると思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 第二次世界大戦後の世界経済の成長の一因は、国際貿易の拡大にあると言える。だが、トラ
ンプ政権以降のアメリカの貿易政策や、イギリスの EU離脱に象徴されるように、貿易自由化に
対する一般の人々の態度は、否定的な方向に変化しているようにもみえる。では、どのような原
因が、貿易自由化に対する否定的な態度につながるのだろうか。貿易自由化に対する人々の態度
を分析した既存研究の多くは、貿易自由化が経済的な利益につながるか（経済的要因）や、外国
人嫌いのような排外主義的態度（社会的要因）に着目してきた。だが、2020年以降の新型コロ
ナのパンデミックが世界に様々な影響をもたらしたことに鑑みれば、新型コロナがどのような
影響をもたらしたのかを明らかにする必要があるのではないか。さらに、米中対立を始めとする
国家間対立が顕著になった国際情勢を踏まえれば、いわゆる地政学的な対立が与える影響も考
慮に入れる必要があるのではないか。そこで、新型コロナや地政学的な対立が人々の貿易政策に
対する態度に与える影響を分析することを考えた。 
 
(2) 一般の人々の貿易政策に対する態度を明らかにしようとする際、既存研究が主に分析対象と
してきたのは、アメリカやイギリスであった。上述のように、トランプ政権や Brexit のインパ
クトの大きさを考えれば、これは当然のことともいえる。だが、国力や政治制度などの様々な点
において、米英は先進民主主義国の典型事例とは言い難い。すなわち、米英の分析で得られた知
見は、他国でも通用するかは分からない。そこで、米英以外の先進民主主義諸国を分析対象に研
究を進めることを考えた。 
 
２．研究の目的 
(1) 貿易自由化に対する人々の態度を左右する要因は何か。より具体的には、どのような国が貿
易相手であれば、貿易自由化に肯定的／否定的なのか。経済的要因や社会的要因を主張してきた
既存研究に従えば、貿易相手国が先進国か途上国か、民主主義国か非民主主義国か、といったこ
とが主な要因になるはずである。だが、本研究の事前の推測の通り、新型コロナウィルスのパン
デミックや地政学的な国家間対立が影響するのであれば、たとえば相手国が安全保障上の協調
相手か否か（典型的には同盟国か否か）が影響するはずである。いずれの予測が人々の貿易選好
を説明するのかを明らかにすることを目的とした。 
 
(2) さらに、もし地政学的な国家間対立（相手国が安全保障上の協調相手か否か）が人々の貿易
選好に影響するとすれば、なぜなのか。それは、相手国の経済成長を恐れるからなのか、それと
も相手国の軍拡を懸念するからなのか。このような、地政学的な要因が人々の貿易選好を左右す
るメカニズムを明らかにすることも目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1) コロナウィルスの感染状況やコロナに対する人々の（脅威）認識が、特に欧州諸国では思い
のほか早く沈静化した。したがって、新型コロナのパンデミックが人々の意識に与えると予測さ
れた影響は、本研究課題の申請時から大きく変化した。さらには、本研究課題の申請後に、ロシ
アによるウクライナ侵攻が始まったことなどから、地政学的な国際情勢も本研究課題の申請時
からは大きく変化した。人々の貿易選好に影響する要因は、パンデミックから地政学的国際情勢
に変わっただろうと推測できる状況になったと言える。そのため、本研究の想定する重要な要因
として、地政学的な国際情勢に重きを置く形に再設定した。 
 
(2) 本研究課題の問いへの答えを明らかにする具体的な方法として、オンライン・サーベイ実験
という方法を採用した。サーベイ実験とは、回答者をランダムにグループ分けして、グループご
とに異なる条件を提示する方法である。異なる条件を提示されたことにより、人々が異なる反応
を示すかどうかを分析することで、どのような条件が人々の態度を左右するかを明らかにする
のである。本研究課題のサーベイ実験では、どのような国が貿易相手国か、という条件をグルー
プごとに変えることで、安全保障や経済等のどのような要因が人々の貿易自由化に対する態度
に影響するかを明らかにしようと試みた。この手法には２つのメリットがある。第１に、現実に
は（まだ）存在しない状況を提示することが可能になるため、現実に起きたことに関するデータ
のみでは分析のしようのない要因の影響を探ることが出来る。第 2に、原因と結果の関係につい
て厳密な分析が可能になる。 
 調査分析対象として、先行研究が主にアメリカとイギリスに焦点を当ててきたのに対して、本
研究は、日本、ドイツ、イタリアを分析対象とした。いずれの国も、国力や政治制度の面で英米
とは異なるとともに、二大政党制ではないなどの点で、他の先進民主主義諸国と近いと言える。
さらに、この３カ国はアメリカを同盟国とすること、ロシアや中国などの諸国から安全保障上の
脅威を受けていること、貿易への依存度が大きいことなどにおいて類似している。したがって、
比較対象として望ましいことから、この３か国を分析対象に選んだ。 



 
４．研究成果 
 
＜貿易政策を左右する国際的要因は何か＞ 
日本、ドイツ、イタリアの一
般の人々に関するサーベイ実
験を行い、分析した。これによ
り、貿易自由化に対する人々
の態度を左右する要因として、
以下のようなことが明らかに
なった（ここでは、日本のデー
タの分析結果のみを紹介する
が、ドイツやイタリアでも同
様の結果が得られている）。 
第 1 に、日本との安全保障
関係が良好ではない諸国（中
国やロシア）が相手の場合、貿
易自由化に賛成する割合は低
くなるのか。分析結果は、著し
く低い傾向にあることが分か
った（図１参照）。 
第 2 に、人々の貿易自由化
への態度の相手国による違い
は、上述したように、安全保障
関係が原因なのか。これを確
かめるために、相手国との貿
易が日本の安全保障に望まし
い影響を与えるかどうかを確
認した。中国やロシアが貿易
相手国の場合、日本の安全保
障にネガティブな影響を与え
ると答える傾向にあることが
分かった（図２参照）。 
第 3に、ではなぜ、安全保障
上敵対的な関係にある国との
貿易に否定的なのか。それは、
相手国が敵対的な関係にある
国ほど、貿易自由化がその国
の軍拡につながることを懸念
するからである（図３参照）。
他方、貿易自由化が相手国の
経済成長につながるかどうか
は、影響しないことも明らか
になった（図は省略）。 
以上のように、①地政学的
な要因が人々の貿易選好に影
響していること、②地政学的
な要因が貿易選好に影響する
背景のメカニズムは、相手国
の経済成長ではなく、軍拡で
あること、③①②などは、日独
伊の 3 カ国で共通する因果関
係であること、などが明らか
になった。 
 
＜今後の展開＞ 
上述の主な研究課題と並行して行った、日本の人々の貿易や核兵器、コロナ政策に関する意識
調査などの分析結果については、国内外の学会大会での発表や論文投稿を行った。上述の日独伊
の分析については、海外でのセミナー発表を行っており、コメントを踏まえて加筆・修正を行っ
た後、2024年度中には海外の学術雑誌に投稿を行う。 
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図２ 貿易相手国と安全保障へのポジティブ
な効果（日本）
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図３ 貿易相手国と軍拡予想（日本）
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